
 
 

 

 

「平成２８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点の骨

子）」に関するご意見の募集について  

 

平成２８年  月  日 

中央社会保険医療協議会 

〔事務局：厚生労働省保険局医療課〕 

 

 平成２８年度診療報酬改定については、平成２８年 1 月１３日に厚生労働大臣から

中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）に対し、昨年末の予算編成過程で

決定された改定率と、社会保障審議会医療保険部会・医療部会において策定された

「平成２８年度診療報酬改定の基本方針」に基づいて診療報酬点数の改定案を作成

するよう、諮問が行われました。 

 これを受けて、当協議会では、平成２８年度診療報酬改定に関するこれまでの議論

を踏まえ、「平成２８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点の骨

子）」を取りまとめました。 

今後は、この「現時点の骨子」を基に具体的な議論を行っていくこととしております

が、医療の現場や患者等国民の皆様のご意見を踏まえながら、幅広く議論を進める

という観点から、今般、以下の要領により「平成２８年度診療報酬に係るこれまでの議

論の整理（現時点の骨子）」に対するご意見を募集することといたしました。 

 いただいたご意見については、今後、中医協の場等で公表させていただく場合があ

ります（個人が特定されるような情報は秘匿いたします。）。 

 また、ご意見に個別に回答することは予定しておりませんので、その旨ご了承下さ

い。 

 

 ※「平成２８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点の骨子）」の内

容はこちら（ＰＤＦ：５６３KB）） 

 

 

参考１ 「平成２８年度診療報酬改定の基本方針」（ＰＤＦ：２５４KB） 

   参考２ 「平成２８年度診療報酬改定について（改定率）」（ＰＤＦ：９７KB） 

 

平成２８年度診療報酬改定について、皆様からのご意見をお聞かせ 

いただきたいと思います。 

中 医 協  総 － ６ 

２ ８ ． １ ． １ ３
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-----------【意見提出用様式】-----------  (Ｅｘｃｅｌ：６２KB)  (ＰＤＦ：１９６KB) 

 

【ご意見受付期間】 

平成  年  月  日( )～  月  日（ ）〔必着〕 

 

【提出先】 

○ 電子メールの場合 

 

・kaitei@mhlw.go.jpまでお寄せ下さい。  

・メールの題名は「平成２８年度診療報酬改定に関する意見」として下さい。  

・ご意見につきましては、必ず上に示す様式に記入の上、ファイルを電子メール

に添付して提出していただきますようお願いいたします。 

 

○ 郵送の場合 

   

 送付先 

〒100-8916 

東京都千代田区霞が関 1-2-2 

厚生労働省保険局医療課 平成２８年度診療報酬改定への意見募集担当宛 

 

郵送による場合も、ご意見につきましては必ず上に示す様式に記入の上、提出

していただきますようお願いいたします。  

 

※ 電話によるご意見はお受けできかねますので、あらかじめご了承下さい。 

 

１週間程度 
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－

－ －

１．ご自身の属性について　（※　①・②に必ず全てご記入ください。）

　①年齢： （※　下記１～５より対応する番号をご記入ください。）

１．２０歳未満 ２．２０歳～３９歳 ３．４０歳～６４歳
４．６５歳～７４歳　　 ５．７５歳以上　　

　②職業： （※　下記１～１１より対応する番号をご記入ください。）

１．医師 ２．歯科医師

３．薬剤師 ４．看護師

５．その他の医療従事者 ６．会社員（医療関係の企業）

７．会社員（６以外） ８．自営業

９．学生 10．無職

11．その他（ ）

提出されたご意見の内容について、確認させていただく場合がございますので、連絡先のご
記入をお願いします。

住所

意見提出様式

「平成28年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点の骨子）」

への意見募集

　このたびは、「平成２８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点
の骨子）」にご意見を提出いただき、ありがとうございます。以下の要領に沿ってご
意見を提出いただきますよう、よろしくお願いします。

氏　名 郵便番号

電話番号
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２．ご意見について

　○　ご意見を提出される点
　　（※　５～６ページの項目一覧をごらんになり、番号を一つ選択の上、ご記入ください。
　　　　　なお、複数の項目についてご意見をいただける場合は、

◆項目番号：

◆内　容　　： について

※（項目番号･内容を必ずご記入ください。）

　○　上記項目に対するご意見

なお、複数の項目についてご意見をいただける場合は、様式をコピーの
上、項目番号ごとにシートを分けてご記入ください。）

－
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※ 　「平成２８年度診療報酬改定の基本方針」より整理

1 ｢４つの視点Ⅰ｣地域包括ケアシステムの推進と医療機能の分化・
強化、連携に関する視点

項目番号 内容

1-1 医療機能に応じた入院医療の評価について

1-2

1-3 地域包括ケアシステム推進のための取組の強化について

1-4 質の高い在宅医療・訪問看護の確保について

1-5 医療保険制度改革法も踏まえた外来医療の機能分化について

2 ｢４つの視点Ⅱ｣ 患者にとって安心・安全で納得できる効果的・効率的
で質が高い医療を実現する視点

項目番号 内容

2-1

2-2

2-3

2-4 明細書無料発行の推進について

3 ｢４つの視点Ⅲ｣ 重点的な対応が求められる医療分野を充実する視点
項目番号 内容

3-1

3-2

3-3

3-4

3-5

3-6

3-7

3-8

3-9

地域移行・地域生活支援の充実を含めた質の高い精神医療の評価につい
て

難病法の施行を踏まえた難病患者への適切な医療の評価について

小児医療、周産期医療の充実、高齢者の増加を踏まえた救急医療の充実
について

口腔疾患の重症化予防・口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯
科医療の推進について

ＤＰＣに基づく急性期医療の適切な評価について

医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーションや医療技術の適切な
評価について

かかりつけ薬剤師・薬局による薬学管理や在宅医療等への貢献度による
評価・適正化につい

チーム医療の推進、勤務環境の改善、業務効率化の取組等を通じた医療従
事者の負担軽減・人材確保について

かかりつけ医の評価、かかりつけ歯科医の評価、かかりつけ薬剤師・薬
局の評価について

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した医療連携や医療に関するデータの収
集・利活用の推進について

質の高いリハビリテーションの評価等、患者の早期の機能回復の推進に
ついて

緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価について

「平成２８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（現時点の骨子）」項目

「認知症施策推進総合戦略」を踏まえた認知症患者への適切な医療の評
価について
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4 ｢４つの視点Ⅳ｣ 効率化・適正化を通じて制度の持続可能性を高める
視点

項目番号 内容

4-1

4-2 退院支援等の取組による在宅復帰の推進

4-3

4-4

4-5

4-6

重症化予防の取組の推進

医薬品、医療機器、検査等の適正な評価

残薬や重複投薬、不適切な多剤投薬・長期投薬を減らすための取組など
医薬品の適正使用の推進

患者本位の医薬分業を実現するための調剤報酬の見直し

後発医薬品の使用促進・価格適正化、長期収載品の評価の仕組みの検討
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（参考１） 

 

平成 28 年度診療報酬改定の基本方針 

 

平 成 ２ ７ 年 １ ２ 月 ７ 日  

社会保障審議会医療保険部会  

社 会 保 障 審 議 会 医 療 部 会  
 

１．改定に当たっての基本認識  

 
（超高齢社会における医療政策の基本方向） 

○ いわゆる「団塊の世代」が全て 75 歳以上となる平成 37 年（2025 年）に向

けて、制度の持続可能性を確保しつつ国民皆保険を堅持しながら、あらゆ

る世代の国民一人一人が状態に応じた安全・安心で質が高く効率的な医療を

受けられるようにすることが重要である。 

○ 同時に、高齢化の進展に伴い疾病構造が変化していく中で、「治す医療」

から「治し、支える医療」への転換が求められるとともに、健康寿命の延伸の

観点から予防・健康づくりの取組が重要となってくる。医療や介護が必要な

状態になっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、尊厳

をもって人生の最期を迎えることができるようにしていくことが重要である。 

○ また、この「超高齢社会」という問題に加えて、我が国の医療制度は、

人口減少の中での地域医療の確保、少子化への対応、医療保険制度の

持続可能性の確保といった様々な課題に直面しており、さらには、災害時の

対応や自殺対策など、個々の政策課題への対応も求められている。こ

うした多面的な問題に対応するためには、地域の実情も考慮しつつ、平成

26 年度に設置された地域医療介護総合確保基金をはじめ、診療報酬、

予防・健康づくり、更には介護保険制度も含め、それぞれの政策ツール

の特性・限界等を踏まえた総合的な政策の構築が不可欠である。 

○ さらに、2035 年に向けて保健医療の価値を高めるための目標を掲げた

「保健医療 2035」も踏まえ、「患者にとっての価値」を考慮した報酬体系を

目指していくことが必要である。 
 
（地域包括ケアシステムと効果的・効率的で質の高い医療提供体制の構築） 

○ 「医療介護総合確保推進法」等の下で進められている医療機能の分化・強化、

連携や医療・介護の一体的な基盤整備、平成 30 年度（2018 年度）に予定

されている診療報酬と介護報酬の同時改定など、2025 年を見据えた中長期

の政策の流れの一環としての位置づけを踏まえた改定を進めていく。 

○ 特に、地域包括ケアシステムや効果的・効率的で質の高い医療提供体制の

整備には、質の高い人材を継続的に確保していくことが不可欠である。人口の
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（参考１） 

 

減少傾向や現下の人材不足の状況に鑑み、医療従事者の確保・定着に向けて、

地域医療介護総合確保基金による対応との役割分担を踏まえつつ、医療従事者

の負担軽減など診療報酬上の措置を検討していくことが必要である。 
 

（経済成長や財政健全化との調和） 

 ○ 医療政策においても、経済・財政との調和を図っていくことが重要。「経済

財政運営と改革の基本方針 2015」や「日本再興戦略 2015」等も踏まえつつ、

無駄の排除や医療資源の効率的な配分、医療分野におけるイノベーション

の評価等を通じた経済成長への貢献にも留意することが必要である。 

 

２．改定の基本的視点と具体的方向性  

 

（１）地域包括ケアシステムの推進と医療機能の分化・強化、連携に関する視点 

【重点課題】 

 

（基本的視点） 

 ○ 医療を受ける患者にとってみれば、急性期、回復期、慢性期などの状態

に応じて質の高い医療が適切に受けられるとともに、必要に応じて介護

サービスと連携・協働するなど、切れ目ない提供体制が確保されることが

重要である。 

 ○ このためには、医療機能の分化・強化、連携を進め、在宅医療・訪問看護

などの整備を含め、効果的・効率的で質の高い医療提供体制を構築すると

ともに、地域包括ケアシステムを構築していくことが必要である。 

 

（具体的方向性の例） 

ア 医療機能に応じた入院医療の評価 

  ・ 効果的・効率的で質の高い入院医療の提供のため、医療機能や患者

の状態に応じた評価を行い、急性期、回復期、慢性期など、医療機能の分化・

強化、連携を促進。 
 

イ チーム医療の推進、勤務環境の改善、業務効率化の取組等を通じた医療

従事者の負担軽減・人材確保 

  ・ 地域医療介護総合確保基金を活用した医療従事者の確保・養成等と併せて、

多職種の活用によるチーム医療の評価、勤務環境の改善、業務効率化の

取組等を進め、医療従事者の負担を軽減。 
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（参考１） 

 

ウ 地域包括ケアシステム推進のための取組の強化 

  ・ 複数の慢性疾患を有する患者に対し、療養上の指導、服薬管理、健康管理

等の対応を継続的に実施するなど、個別の疾患だけではなく、患者に応じた

診療が行われるよう、かかりつけ医やかかりつけ歯科医の機能を評価。 

  ・ 患者の薬物療法の有効性・安全性確保のため、服薬情報の一元的な把握

とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかりつけ薬剤師・

薬局の機能を評価。 

  ・ 医療機関間の連携、医療介護連携、栄養指導等、地域包括ケアシステム

の推進のための医師、歯科医師、薬剤師、看護師等による多職種連携の

取組等を強化。 

・ 患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養や生活を

継続できるための取組を推進。 
 

エ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 

  ・ 患者の状態や、医療の内容、住まいの状況等を考慮し、効果的・効率的

で質の高い在宅医療・訪問看護の提供体制を確保。 
 

オ 医療保険制度改革法も踏まえた外来医療の機能分化 

・ 本年５月に成立した医療保険制度改革法も踏まえ、大病院と中小病院・

診療所の機能分化を進めることについて検討。 

・ 外来医療の機能分化・連携の推進の観点から、診療所等における複数の

慢性疾患を有する患者に療養上の指導、服薬管理、健康管理等の対応を

継続的に実施する機能を評価。 

 

（２）患者にとって安心・安全で納得できる効果的・効率的で質が高い医療を

実現する視点 
 

（基本的視点） 

 ○ 患者にとって、医療の安心・安全が確保されていることは当然のことで

あるが、今後の医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏まえれば、第三者に

よる評価やアウトカム評価など客観的な評価を進めながら、適切な情報に

基づき、患者自身が納得して主体的に医療を選択できるようにすることや、

病気を治すだけでなく、「生活の質」を高める「治し、支える医療」を実現

することが重要である。 
 

（具体的方向性の例） 

ア かかりつけ医の評価、かかりつけ歯科医の評価、かかりつけ薬剤師・薬局

の評価 

  ・ 複数の慢性疾患を有する患者に対し、療養上の指導、服薬管理、健康
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（参考１） 

 

管理等の対応を継続的に実施するなど、個別の疾患だけではなく、患者

に応じた診療が行われるよう、かかりつけ医やかかりつけ歯科医の機能

を評価。（再掲） 

・ 患者の薬物療法の有効性・安全性確保のため、服薬情報の一元的な把握

とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかりつけ薬剤師・

薬局の機能を評価。（再掲） 
 

イ 情報通信技術（ICT）を活用した医療連携や医療に関するデータの収集・

利活用の推進 

  ・ 情報通信技術（ICT）が一層進歩する中で、患者や医療関係者の視点

に立って、ICT を活用した医療連携による医療サービスの向上の評価を進

めるとともに、医療に関するデータの収集・利活用を推進することで、実

態やエビデンスに基づく評価を推進。 
 

ウ 質の高いリハビリテーションの評価等、患者の早期の機能回復の推進 

  ・ 質の高いリハビリテーションの評価など、アウトカムにも着目した

評価を進め、患者の早期の機能回復を推進。 
 

（３）重点的な対応が求められる医療分野を充実する視点 
 

（基本的視点） 

 ○ 国民の疾病による死亡の最大の原因となっているがんや心疾患、肺炎、

脳卒中に加え、高齢化の進展に伴い今後増加が見込まれる認知症や救急医

療など、我が国の医療の中で重点的な対応が求められる分野については、国

民の安心・安全を確保する観点から、時々の診療報酬改定においても適切

に評価していくことが重要である。 
 

（具体的方向性の例） 

○ 上記の基本的視点から、以下の事項について検討を行う必要。 

ア 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 

イ 「認知症施策推進総合戦略」を踏まえた認知症患者への適切な医療の評価 

ウ 地域移行・地域生活支援の充実を含めた質の高い精神医療の評価 

エ 難病法の施行を踏まえた難病患者への適切な医療の評価 

オ 小児医療、周産期医療の充実、高齢者の増加を踏まえた救急医療の充実 

カ 口腔疾患の重症化予防・口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した

歯科医療の推進 

キ かかりつけ薬剤師・薬局による薬学管理や在宅医療等への貢献度による

評価・適正化 

ク 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーションや医療技術の適切

な評価 等 
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（参考１） 

 

 

（４）効率化・適正化を通じて制度の持続可能性を高める視点 
 
（基本的視点） 

○ 今後、医療費が増大していくことが見込まれる中で、国民皆保険を維持

するためには、制度の持続可能性を高める不断の取組が必要である。医療

関係者が共同して、医療サービスの維持・向上と同時に、医療費の効率化・

適正化を図ることが求められる。 
 

（具体的方向性の例） 

ア 後発医薬品の使用促進・価格適正化、長期収載品の評価の仕組みの検討 

・ 後発品の使用促進について、「経済財政運営と改革の基本方針 2015」

で掲げられた新たな目標の実現に向けた診療報酬上の取組について見直し。 

・ 後発医薬品の価格適正化に向け、価格算定ルールを見直し。 

・ 前回改定の影響を踏まえつつ、現行の長期収載品の価格引下げルール

の要件の見直し。 
 

イ 退院支援等の取組による在宅復帰の推進 

・ 患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養や生活

を継続できるための取組を推進。（再掲） 
 

ウ 残薬や重複投薬、不適切な多剤投薬・長期投薬を減らすための取組な

ど医薬品の適正使用の推進 

・ 医師・薬剤師の協力による取組を進め、残薬や重複投薬、不適切な

多剤投薬・長期投薬の削減を推進。 
 

エ 患者本位の医薬分業を実現するための調剤報酬の見直し 

・ 服薬情報の一元的把握とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、

かかりつけ薬剤師・薬局の機能を評価するとともに、かかりつけ機能

を発揮できていないいわゆる門前薬局の評価の適正化等を推進。 
 

オ 重症化予防の取組の推進 

・ 重症化予防に向けて、疾患の進展の阻止や合併症の予防、早期治療の

取組を推進。 
 

カ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価 

・ 医薬品、医療機器、検査等について、市場実勢価格を踏まえた適正な

評価を行うとともに、相対的に治療効果が低くなった技術については置

き換えが進むよう、適正な評価について検討。 

・ また、医薬品や医療機器等の費用対効果評価の試行的導入について検討。 
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（参考１） 

 

３．将来を見据えた課題  

 ○ 地域医療構想を踏まえた第 7 次医療計画が開始される平成 30 年度に向け、

実情に応じて必要な医療機能が地域全体としてバランスよく提供されるよう、

今後、診療報酬と地域医療介護総合確保基金の役割を踏まえながら、診療報

酬においても必要な対応を検討すべきである。 
 
 ○ 平成 30 年度の同時改定を見据え、地域包括ケアシステムの構築に向けて、

在宅医療・介護の基盤整備の状況を踏まえつつ、質の高い在宅医療の普及

や情報通信技術（ＩＣＴ）の活用による医療連携や医薬連携等について、引

き続き検討を行う必要がある。 
 
 ○ 患者にとって安心・納得できる医療を提供していくためには、受けた医

療や診療報酬制度を分かりやすくしていくための取組を継続していくこと

が求められる。また、それと同時に、国民全体の医療制度に対する理解を

促していくことも重要であり、普及啓発も含め、国民に対する丁寧な説明

が求められる。 
 
 ○ 国民が主体的にサービスを選択し、活動することが可能となるような環境

整備を進めるため、予防・健康づくりやセルフケア・セルフメディケーシ

ョンの推進、保険外併用療養の活用等について広く議論が求められる。 
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（参考２） 

診療報酬改定について 
 

 

平成２８年度の診療報酬改定は、以下のとおりとする。 
 

 

 
１．診療報酬本体  ＋０．４９％ 

 

   各科改定率 医科 ＋０．５６％ 

         歯科 ＋０．６１％ 

         調剤 ＋０．１７％ 

 
 

２．薬価等    

① 薬価     ▲１．２２％ 
上記のほか、・市場拡大再算定による薬価の見直しにより、▲０．１９％ 

・年間販売額が極めて大きい品目に対応する市場拡大再算定の

特例の実施により、▲０．２８％ 

 

 

② 材料価格   ▲０．１１％ 
  

 

 
なお、上記のほか、新規収載された後発医薬品の価格の引下

げ、長期収載品の特例的引下げの置き換え率の基準の見直し、

いわゆる大型門前薬局等に対する評価の適正化、入院医療にお
いて食事として提供される経腸栄養用製品に係る入院時食事療

養費等の適正化、医薬品の適正使用等の観点等からの１処方当

たりの湿布薬の枚数制限、費用対効果の低下した歯科材料の適
正化の措置を講ずる。 
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